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亀岡市議会基本条例 

平成 22年 10 月 14 日公布 

（前文） 

憲法は、地方自治のあり方を定め、地方自治法によって地方公共団体の役割が

定められている。地方自治は、地域のことを市民自らが考え、決定し、実行する

ことにその精神がある。 

市民の直接選挙により選ばれた議員で構成する市の最高意思決定機関である議

会は、市長その他の執行機関との緊張ある関係を保ちながら、立場及び権能の違

いを踏まえて、二元代表制のもと、市政に対する市民の負託に応える責務を有し

ている。 

議会の役割は、地方公共団体の事務執行に対する監視機能及び立法機能にあり、

地方自治の本旨を実現するため、その機能を十分発揮しなければならない。 

今後さらに地方分権の加速、拡大が予想される中、地方議会もその果たすべき

役割、重要性が増すことは明らかである。亀岡市議会では、議会としての役割を

最大限に果たすため、自ら改革し活性化に努めてきた。 

亀岡市議会は、市民の意思を代弁する合議制機関として、自ら公平性と透明性

を保持するとともに、豊かな水と緑、先人が作り上げてきた悠久の歴史・伝統・

文化を次代に引き継ぎ、市民参加と協働のもと、光り輝く未来につながるまちづ

くりを推進し、市民福祉の増進に全力を尽くすことを決意し、議会の最高規範と

してこの条例を制定する。 
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市  章               （昭和 30 年 4 月 6 日制定） 

 

 

 

 亀岡市のマークの示す意味  

カ・メ・か・め・ＫＡ、日本の名所保津峡の頭文字Ｈ（   ） 

 

  図案化した仮名文字「タ」の交叉によって田園都市の発展と 

 逆より見る「16」の白抜象徴文字に全国稀有の 16 ケ町村大合併 

を表わし、力強い四隅の踏張に市民の団結と四方に伸びる大進 

展を表現したもの。 

 

亀 岡 市 民 憲 章 

（平成 17 年 11 月 3 日制定） 

 京都から西へ、老ノ坂を越えれば朝霧の晴れ間に亀岡盆地が広がる。豊潤な水脈は、田園や里

山に多彩な実りをもたらし、舟運を支えてきた保津川は、いまも渓流の舟下りで賑わっている。 

 古来、人びとは自然との調和やお互いの絆、家族のぬくもりを大切にしながら暮らしてきた。 

そこには石門心学が生まれ、円山応挙の芸術が育まれた。城下町のたたずまいを色濃くとどめ、

華麗な山鉾が巡り、地域に根ざした芸能が息づいている。 

 そんな亀岡に生きるわたくしたち市民は、こうした平安の営みを未来につなぐことを願って、

市民憲章を掲げます。 

 

― 水と緑の恵を大切にし、豊かな環境を次代に引き継ぐまちをつくります 

 

― いのちを尊重し、共に輝き、心の通いあう家族とまちをつくります 

 

― 健やかな心とからだを育て、安らぎのあるまちをつくります 

 

― 互いにまなび、高めた力を活かす生涯学習のまちをつくります 

 

― 歴史と伝統を生かし、先人の知恵が香る文化のまちをつくります 

 

― 世界にはばたく、豊かな感性と英知を育むまちをつくります 

 

― 一人ひとりが主役となって、共に生き、ともに支え、平和と人権の根づくまちをつくりま

す 
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《 市  勢 》 
 

 

 本市は、京都都市圏、大阪都市圏の双方に隣接、京都府のほぼ中央に位置し、地形は

周囲を山に囲まれた盆地で、中央部を保津川の清流が貫いている。 

 気候は内陸性で、秋・冬には霧の発生が見られる。緑豊かな自然環境に恵まれ、土地

は肥沃で、良質米を産し、果樹・野菜の栽培に適している。 

 歴史的には、古代からの遺跡や国分寺跡等文化遺産も多く残されており、戦乱の世に

活躍した足利尊氏（高氏）、明智光秀らのゆかりの地でもある。 

 

 昭和３０年１月、１６町村の合併により市制を施行以来、国道９号、山陰本線の沿線

を中心に宅地開発が進み、人口も急増するなか、京都縦貫自動車道の開通、ＪＲ嵯峨野

線の電化・複線化等、交通網の整備が進み、京阪神の近郊都市としての機能と調和のと

れた都市へと変貌していった。 

 昭和６３年３月、近畿の他都市に先駆けて「生涯学習都市宣言」を行い、市民の生涯

学習のための事業を展開、平成１０年９月に生涯学習の拠点施設「ガレリアかめおか」

を開設し、学習環境や学習基盤の充実、推進を図っている。 

 平成２０年３月１日には、ＷＨＯ（世界保健機関）セーフコミュニティ協働センター

から日本初となるセーフコミュニティを認証取得し、平成２５年２月に再認証、平成３

０年１１月に再々認証を取得。さらに令和５年度には、日本初となる国内認証を取得し、

地域の安全・安心を住民や行政の協働により実現し、希薄化する地域コミュニティの再

生に取り組んでいる。 

  令和３年度から「第５次亀岡市総合計画」をスタートし、目指す都市像として「人

と時代に選ばれる リーディングシティ亀岡」を掲げ、着実に事業推進を図っている。 

令和３年１月には、全国に先駆けて「亀岡市プラスチック製レジ袋の提供禁止に関す

る条例」がスタートし、市内のエコバッグの持参率は９８パーセントに達している。さ

らなる環境の取組として、ペットボトルの削減に向けて、市内飲食店や施設と連携した

給水スポットの設置を行うなど、「世界に誇れる環境先進都市・亀岡」の実現に向け施

策を推進している。 

令和４年８月２２日には、すべての子どもたちが光り輝く、笑顔あふれるまちを目指

して「子どもファースト」を宣言し、“子ども”と“子育てを頑張る人”を本気で応援

する取組を進めている。 

現在では、様々な先進的な取組によって、日本のみならず世界から注目される都市と

なり、令和７年１月に市制７０周年を迎える。記念式典を中心に多くの記念事業やイベ

ントを通して郷土への想いを共有し、協働と参画によるまちづくりを推進していく。ま

た、令和８年開催の「全国都市緑化フェアｉｎ京都丹波」を皮切りに亀岡、そして、京

都丹波の魅力を全国に大きく発信し、今後の地域全体の活性化につなげていく。 
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《市 の 概 要》 
 

１ 市制施行    昭和３０年１月１日  

２ 面 積    ２２４．８０ｋ㎡ 

３ 人 口    ８５，９００人  （令和 7年 4月 1 日現在） 

４ 世帯数    ４０，５２１世帯 （令和 7年 4月 1 日現在） 

５ 市の花    つつじ 

６ 市の木    桜  

７ 市の魚        アユモドキ 

８ 市の石          桜石 

９ 産業別就業人口（令和２年国調） 

    第１次産業   １，６３５人（ ４．２％） 

    第２次産業   ９，４６９人（２４．３％）  

    第３次産業  ２６，２４３人（６７．２％）  

    分類不能   １，６６３人（ ４．３％）  

    合   計  ３９，０１０人 

 

10 都市宣言       

  〇「交通安全都市」      （昭和５０年 ９月２３日）  

  〇「福祉都市」        （昭和５７年 ３月２９日）  

  〇「暴力追放都市」      （昭和５９年１２月２０日） 

  〇「生涯学習都市」      （昭和６３年 ３月３０日）  

  〇「地球環境子ども村」    （平成１４年 ３月２８日） 

〇「世界連邦・非核平和都市」 （平成２２年 ８月 ７日）  

 

11 姉妹都市       

  〇クニッテルフェルト市 オーストリア共和国（昭和３９年 ４月１４日締結） 

  〇ジャンヂーラ市    ブラジル連邦共和国（昭和６０年１１月 ３日締結） 

  〇スティルウォーター市 アメリカ合衆国  （昭和６０年１１月 ３日締結） 

         

12 友好交流都市       

  〇蘇州市        中華人民共和国  （平成 ８年１２月３１日締結） 
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《議 会 構 成》 

令和７年４月１日現在 

（１）議員定数 

条例定数：２４人 平成２６年１０月３日議決 平成２７年１月１８日施行 

現 員 数：２４人 

 

（２）現議員（第１８期議員）の任期  令和９年２月４日まで 

 

（３）党派別・会派別構成        

    （単位：人） 

党派名 
共産党 公明党 日本維新の会 

ニュースタイル 

かめおか党 

元気 

かめおか 
無所属 計 

会派名 

新清流会 
  

   7 7 

経政会 
  

   4 4 

躍動～輪の風～   １ １ １ １ 4 

亀岡有志の会      3 3 

共産党議員団 3      3 

公明党議員団  3     3 

計 3 3 1 1 1 15 24 

（４）年齢別・当選回数別構成 

（単位：人） 

年齢  回数 １回 ２回 ３回 ４回 ５回 ６回 計 

20 ～ 29       0 

30 ～ 39 2 1     3 

40 ～ 49 1      1 

50 ～ 59 2 1 1 1    5 

60 ～ 69 4 1 3 1 1  10 

70 ～ 2 1  1  1 5 

計 11 4 4 3 1 1 24 

（平均年齢 59.1歳） 
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《議 会 運 営》 

１ 会議等の開催状況 

（１）令和６年中の本会議開催状況 

区  分 会期(議会期間)日数 
本会議

日  数 
本会議時間 

一 般 質 問

人 数 

傍聴者

人 数 

 日   日    人 人(延べ） 

２月特別議会 1 2/7 1  0時間 49分 ― 3 

３ 月 議 会 36 2/21～3/27 7 22時間 48分 22 120 

６ 月 議 会 22 6/10～7/1 6 17時間 20分 21 101 

９ 月 議 会 34 8/30～10/2 6 18時間 47分 22 110 

１２月議会 22 11/29～12/20 6 18時間 45分 21 103 

計 115 － 26 78時間 29分 86 437 

 

（２）令和６年中の議決結果 

区  分 
２月特別 

議会 

３月 

議会 

６月 

議会 

９月 

議会 

１２月 

議会 
総計 

市

長

提

出 

予 算 
可 決 1 49 1 3 12 66 

否 決       

決 算 認 定    40  40 

条 例 
可 決 2 23 4 4 6 39 

否 決       

その他 可 決  13 1 10 13 37 

議

員

提

出 

条例・規則 
可 決  1   1 2 

否 決       

決 議 
可 決       

否 決       

意見書 
可 決    1  1 

否 決   2 1  3 

請 願 
採 択       

不採択   2 1  3 

選  挙 3 1    4 

（注）可決には、同意、承認等を含む。  
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（３）令和６年中の各委員会等の状況 

委 員 会 名 定  数 開催回数 
付 託 件 数 

議  案 請  願 

常
任
委
員
会 

総 務 文 教 8 18 46 
 

環境市民厚生 8 17 36 3 

産 業 建 設 7 18 30 
 

議会運営委員会 7 28 
 

  

特
別
委
員
会 

公共交通対策 7 2 
 

  

桂川・支川対策 7 1   

予    算 23 22 40   

決    算 22 22 40   

協
議
等

の
場 

全員協議会 24 1   

広報広聴会議 9 6   

計 － 133 192 3 

（注）・予算及び決算特別委員会の開催回数には３分科会開催を含む。 

・一般会計補正予算は分割付託。 

 

２ 通年議会 

（１）会期  定例会の会期は、６月から翌年の３月までとする。ただし、改選があっ

た場合はこの限りでない。 

 

（２）会議  定例会の会議は、６月に開会し、９月、１２月及び翌年３月に再開する。

会期中の休会期間に市長から議案が提案される場合は、その都度、会議

を再開する。 

 

（３）会議等の呼称 

  ア 定例会での会議は、開会する年を冠して「（年号）○年亀岡市議会定例会○月

議会」と呼称する。ただし、議員の任期満了による一般選挙が行われる年の６

月に招集される定例会は、「亀岡市議会定例会」の前に、「第２回」を表記し「（年

号）〇年第２回亀岡市議会定例会」と呼称する。 

  イ 緊急に開く必要が生じた場合の会議は「（年号）○年亀岡市議会定例会○月特

別議会」と呼称する。ただし、同一の月内に期間の異なる会議が２回以上再開

されるときは、２回目以降の回数を記して、「（年号）〇年亀岡市議会定例会（第

〇回〇月特別議会）と呼称する。 

  ウ 定例会の会議が開かれる期間は「議会期間」と呼称する。 
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３ 常任委員会 

（１）委員会と所管事項                令和７年４月１日現在 

委員会名 現員(定数) 所   管   事   項 

総務文教 ８（８） 

議会事務局、市長公室、政策企画部、生涯学習部、総務部、

会計管理室、教育委員会、監査委員の所管に属する事項及

び他の常任委員会の所管に属さない事項 

環境市民

厚生 
８（８） 

環境先進都市推進部、市民生活部、健康福祉部、こども未

来部、市立病院の所管に属する事項 

産業建設 ７（７） 
産業観光部、まちづくり推進部、全国都市緑化フェア推進

室、上下水道部、農業委員会の所管に属する事項 

 

（２）委員の選出方法   会派の所属人数により会派割り当て人数を決定し選出 

 

（３）任期    ２年 

 

 

４ 議会運営委員会 

（１）所管事項 

   〇議会運営に関する事項 

   〇議会の会議規則、委員会に関する条例等に関する事項 

   〇議長の諮問に関する事項等 

        

（２）構  成 

   〇委員７人、オブザーバー２人（正副議長）     

   ○委員は会派の所属人数により会派割り当て人数を決定し選出 

 

（３）任 期   ２年 

 

 

５ 幹事会 

（１）目 的  会派、人事、慶弔に関する事項及び各会派間の意見の調整、連絡など

を協議する。        

（２）構 成  議長、副議長及び会派の幹事７人 
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６ 特別委員会等 

（１）委員会と設置目的                                   令和７年４月１日現在 

委員会名 現員(定数) 設置年月日 設  置  目  的 

公共交通対策 7(7) 
R5. 3.13 市民の移動権を確保する公共交通対策の

推進を図る。 (H23.3.14) 

桂川・支川対策 7(7) 
R5. 3.13 日吉ダムの運用並びに桂川本川及び支川

の総合的な治水・利水対策の推進を図る。 (S42.3. 1) 

  （注）（ ）は当初の設置日 

 

  委員の選出方法  会派の所属人数により会派割り当て人数を決定し選出 

 

（２）予算特別委員会 

  ア 設  置     ３月議会で設置する（先例） 

  イ 構  成     議長を除く全議員 

  ウ 審査対象     一般会計及び特別会計当初予算 
       （一般会計及び特別会計補正予算は各常任委員会で審査）  

  エ 審査方法     常任委員会単位を分科会として審査 

 

（３）決算特別委員会 

  ア 設  置     ６月議会で設置する（先例） 

  イ 構  成     議長、議会選出監査委員を除く全議員 

  ウ 審査方法     常任委員会単位を分科会として審査 
 

 

（４）協議等の場 

名  称 現員(定数) 設置年月日 設  置  目  的 

全員協議会 全議員 － 
市の重要な事項及び議会運営の基本的事

項に関する協議、連絡又は調整を行う。 

広報広聴会議 9(9) H25.3.4 
議会の広報広聴の推進に関する協議又は

調整を行う。 
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（５）その他 

名 称 定 数 運用開始日 設  置  目  的 

政策研究会 

同一会

派に属

しない 

3 以上 

H25.3.4 

(R3.3.23 改正) 

特定の市政の課題について、会派を超え

て共同して調査研究を行い、政策立案又

は政策提言の具現化を図る。 

 

７ 一般質問 

時  期 毎議会 

発言順位 会派の輪番制（会派に属さない議員は、会派所属議員の後に行う） 

時  間 

３月議会 

代表質問：４０分（答弁含まず） 

個人質問：１人４５分以内（答弁を含む） 

３月議会以外 

個人質問：１人４５分以内（答弁を含む） 

方  式 
代表質問は申合せにより一括質問方式 

個人質問は一括質問方式又は一問一答方式の選択制 

回  数 一括質問方式は３回まで、一問一答方式は回数制限なし 

質問場所 
一括質問方式は１回目のみ演壇 ２回目以降は自席 

一問一答方式は質問席 

通告期限 議会期間初日の正午まで 

通告の方法 文書通告 

 

８ 文書質問 

 閉会中の運用 会期中の運用 

制度根拠 議会の調査権 議員の質問権 

実施主体 議会（委員会） 議員個人 

実施手続 

議会運営委員会又は所管委員会

の委員長が議長に質問書を提出

し、議長が市長に送付する。 

質問議員が議長に質問書を提出

し、議長が市長に送付する。 

実施期間 

閉会中（閉会日の翌日から、次

定例会の開会日の２週間前まで

の間）に実施する。 

議会期間終了日の翌日から、次の

議会期間の開始日の２週間前まで

の間を原則とする。ただし、緊急

を要する事案等が生じた場合、議

会期間中においても実施する。 

回答期限 ２週間を基本とする。 

記  録 次の本会議の諸報告で報告を行い、会議録に掲載する。 
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９ 請願・陳情 

（１） 請願・陳情の受付期間 

各議会期間の初日午後５時まで 

 

（２）審査の方法 

  ア 請願  所管の常任委員会で審査した後、本会議で採択か不採択かを決定する。 

結果は、請願者宛に通知する。常任委員会では請願者の希望により意

見陳述機会を設けることができる。 

  イ 陳情  原則として所管の常任委員会に送付し、取り扱いを決定する。直接持

参された陳情に限り、常任委員会では陳情者の希望により意見陳述機

会を設けることができる。 

 

１０ 傍聴 

（１）本会議  傍聴届に住所、氏名を記入し傍聴。傍聴は固定席４８席設置。車椅子

での入場も可。申し出により手話通訳者、要約筆記者の配置も行う。 

（２）委員会  委員長への届出制 

 

１１ 会議録の作成  本会議は録音反訳。委員会は要点筆記。 
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《報 酬 ・ 旅 費 等》 
 

１ 報酬（月額） 

議 長 ５６０，０００円 

副議長 ４９０，０００円 

議 員 ４４０，０００円 

          （H18.7.1改正） 

 

 

２ 期末手当 

（１）算定基礎 報酬月額×１．１５ 

 

（２）支給割合 ６月１．７２５ヵ月  １２月１．７２５ヵ月  計３．４５月 

（R7.4.1改正）  

 

３ 旅費等 

（１）会議出席（本会議、委員会、協議等の場） 

交通費の実費相当額（住居から参集場所まで）を支給 

（H28.4. 1 改正 ： H18.4. 1～H28.3.31 は支給せず） 

 

（２）行政視察費 各常任委員会  年額１人   90,000円以内（R7年度当初予算） 

         議会運営委員会 年額１人  57,800円以内（   〃    ） 

 

（３）旅費 

 ＜交通費＞ 

 ①鉄道賃 

運賃、急行料金、寝台料金、座席指定料金、特別車両料金（内国旅行にあって

は、特別職のみ）とこれらに付随する費用の合計額が支給対象。 

 ②船賃 

運賃、寝台料金、座席指定料金、特別船室料金（内国旅行にあっては、特別職

のみ）とこれらに付随する費用の合計額が支給対象。 

 ③航空費 

運賃、座席指定料金、またこれらに付随する費用の合計額が支給対象。また、

座席については、内国旅行の時は特別職のみ最上級の額とする。 

 ④その他の交通費 

  上記以外の路線バス、高速バス、タクシー、レンタカー等これらに付随する費

用。 
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  ＜宿泊費＞ 

   都道府県ごとに宿泊費の基準額が定められており、算定においては、国の基準に

準じる。 

  ＜包括宿泊費＞ 

   パック旅行など宿泊と移動に係る交通費が一体で算定される旅費。 

  ＜宿泊手当＞ 

   宿泊を伴う諸雑費で、１夜あたり２，４００円とする。 

   【宿泊手当の内訳】夕食代８００円＋朝食代８００円＋雑費８００円 

 

 

４ 政務活動費      

（１）交付額  議員１人当たり月額１５，０００円     

（２）交付方法 年度当初に当該年度分を一括交付（会派等に交付）   

（３）使途基準 下記のとおり 

（４）収支報告書への領収書の添付の有無  有（写し） 

 

政務活動費使途基準 

項    目 内 容 

調 査 研 究 費 
会派が行う市の事務、地方行財政等に関する調査研究及び調査委託

に関する経費 

研  修  費 
会派が研修会を開催するために必要な経費、団体等が開催する研修

会の参加に要する経費 

広  報  費 会派が行う活動、市政について住民に報告するために要する経費 

広  聴  費 
会派が行う住民からの市政及び会派の活動に対する要望・意見の聴

取、住民相談等の活動に要する経費 

要請・陳情活動費 会派が要請、陳情活動を行うために必要な経費 

会  議  費 
会派が行う各種会議、団体等が開催する意見交換会等各種会議への

会派としての参加に要する経費 

資 料 作 成 費 会派が行う活動に必要な資料の作成に要する経費 

資 料 購 入 費 会派が行う活動に必要な図書、資料等の購入に要する経費 

人  件  費 会派が行う活動を補助する職員を雇用する経費 

事 務 所 費 会派が行う活動に必要な事務所の設置、管理に要する経費 
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《議 会 事 務 局》 

         

１ 機構 

  定数 ８人  現員数 ７人 

                            

  局 長   次 長    副 課 長 １人      （副課長兼務） 

                             議事調査係  ３人 

 

 

２ 議会刊行物 

区  分 発行回数 発行部数 規 格 配 付 対 象 

会 議 録 議会期間・臨時会毎 24 部 Ａ４版 
市関係機関、京都府議会図

書館等 

か め お か 

市議会だより 

年４回（3 月・6 月・

9 月・12 月議会） 

・臨時号 

32,200部 Ａ４版 
全世帯、京都府下近隣市議

会、関係機関等 

亀岡市議会提要 加 除 式 36 部 Ａ４版 議員、議会関係者 

議 会 概 要 年 １ 回 －部 Ａ４版 
市役所１階情報コーナー

及びホームページで公開 

 

３ 議会図書 

  蔵書総数９４４冊 

 

４ ホームページ掲載（https://www.city.kameoka.kyoto.jp/site/gikai/） 

（１）会議録検索システムの導入（庁内 H14.3 ～、ホームページ H21.9 ～） 

（２）本会議のインターネット中継（ライブ及び録画配信）を開始（H21.12 月定例会～） 

（３）予算・決算特別委員会のインターネット中継（録画配信）を開始（H25.9 月定例会～） 

（４）常任委員会（議案審査）のインターネット中継（録画配信）を開始（R3.9 月議会～） 

（５）常任委員会の YouTube 配信（録画配信）を開始（R4.10月～） 

（６）かめおか市議会だよりを公開 

（７）議長交際費を公開 

（８）政務活動費の収支報告書、視察調査報告書を公開 

（９）委員会会議録、会議資料、視察調査報告書を公開 

総 務 係  ２人 
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《 財   政 》 
 

（１）令和７年度当初予算 

 

① 会計別予算規模 

会   計   別 
令和７年度 

予算額(A) 

令和６年度 

予算額(B) 

増 減 

(A)－(B) 

対前年度比 

(A)/(B)×100 

    千円 千円 千円 ％ 

一   般   会   計 48,440,000 42,696,000 5,744,000 113.5 

特     

別     

会     

計 

国民健康保険事業会計 9,420,000 9,820,000 △400,000 95.9 

休日診療事業会計 26,900 23,400 3,500 115.0 

介護保険事業会計 7,523,000 7,373,000 150,000 102.0 

後期高齢者医療事業会計 1,671,300 1,617,500 53,800 103.3 

土地取得事業会計 900 600 300 150.0 

曽我部山林事業会計 28 28 0 100.0 

財産区会計（30 財産区） 104,518 88,681 15,837 117.9 

小   計 18,746,646 18,923,209 △176,563 99.1 

企

業

会

計 

水道事業会計 3,189,400 3,311,500 △122,100 96.3 

下水道事業会計 5,405,900 5,552,900 △147,000 97.4 

病院事業会計 4,059,883 3,983,829 76,054 101.9 

小   計 12,655,183 12,848,229 △193,046 98.5 

合   計 79,841,829 74,467,438 5,374,391 107.2 
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② 一般会計歳入・歳出 

歳     入  歳     出 

款 当初予算額 構成比   款 当初予算額 構成比 

  千円 ％     千円 ％ 

1 市 税 10,647,542 22.0   1 議 会 費 290,267 0.6 

2 地 方 譲 与 税 261,000 0.5   2 総 務 費 9,443,143 19.5 

3 利 子 割 交 付 金 14,000 0.0   3 民 生 費 16,266,179 33.6 

4 配 当 割 交 付 金 138,000 0.3   4 衛 生 費 3,473,659 7.2 

5 株式等譲渡所得割交付金 162,000 0.3   5 労 働 費 1,599 0.0 

6 法人事業税交付金 166,000 0.4  6 農 林 水 産 業 費 1,133,372 2.3 

7 地方消費税交付金 2,031,000 4.2   7 商 工 費 648,307 1.3 

8 ゴルフ場利用税交付金 78,000 0.2   8 土 木 費 6,091,805 12.6 

9 環境性能割交付金 54,000 0.1   9 消 防 費 1,255,183 2.6 

10 地方特例交付金 94,000 0.2   10 教 育 費 5,956,207 12.3 

11 地 方 交 付 税 8,200,000 16.9   11 災害復旧費 1,000 0.0 

12 交通安全対策特別交付金 10,000 0.0   12 公 債 費 3,849,279 7.9 

13 分担金及び負担金 171,978 0.4   14 予 備 費 30,000 0.1 

14 使用料及び手数料 683,220 1.4   
 

  

15 国 庫 支 出 金 8,327,881 17.2   
 

  

16 府 支 出 金 3,469,539 7.2         

17 財 産 収 入 120,930 0.2         

18 寄  附  金 3,500,100 7.2         

19 繰  入  金 4,986,499 10.3         

20 繰  越  金 1,000 0.0         

21 諸  収  入 317,711 0.7         

22 市   債 5,005,600 10.3         

歳 入 合 計 48,440,000 100.0   歳 出 合 計 48,440,000 100.0 

 



- 17 - 
 

③ 歳入性質別対前年度比較（一般会計） 

性 質 別 

令和 7 年度 令和 6年度 増  減 構 成 比 前 年 度 比 

予算額① 予算額② （① －②） ① ② 
①/②×

100 

自 
 
主 
 
財 
 
源 

 

千円 千円 千円 ％ ％ ％ 

市  税 10,647,542 10,386,480 261,062 22.0 24.3 102.5 

分担金及び負担金 171,978 148,549 23,429 0.4 0.4 115.8 

使用料及び手数料 683,220 689,085 △5,865 1.4 1.6 99.1 

財産収入 120,930 81,215 39,715 0.2 0.2 148.9 

寄 附 金 3,500,100 3,500,100 0 7.2 8.2 100.0 

繰 入 金 4,986,499 4,388,327 598,172 10.3 10.3 113.6 

繰 越 金 1,000 1,000 0 0.0 0.0 100.0 

諸 収 入 317,711 294,160 23,551 0.7 0.7 108.0 

小 計 20,428,980 19,488,916 940,064 42.2 45.7 104.8 

依 
 
存 
 
財 
 
源 

地方譲与税 261,000 266,000 △5,000 0.5 0.6 98.1 

利子割交付金 14,000 3,000 11,000 0.0 0.0 466.7 

配当割交付金 138,000 93,000 45,000 0.3 0.2 148.4 

株式等譲渡 
所得割交付金 

162,000 95,000 67,000 0.3 0.2 170.5 

法人事業税 
交付金 

166,000 153,000 13,000 0.4 0.4 108.5 

地方消費税 
交 付 金 

2,031,000 1,950,000 81,000 4.2 4.6 104.2 

ゴ ル フ 場 
利用税交付金 

78,000 81,000 △3,000 0.2 0.2 96.3 

環境性能割
交 付 金 

54,000 47,000 7,000 0.1 0.1 114.9 

地 方 特 例 
交 付 金 

94,000 94,000 0 0.2 0.2 100.0 

地方交付税 8,200,000 8,000,000 200,000 16.9 18.7 102.5 

交通安全対策 
特別交付金 

10,000 10,000 0 0.0 0.0 100.0 

国庫支出金 8,327,881 6,103,628 2,224,253 17.2 14.3 136.4 

府 支 出 金 3,469,539 3,233,156 236,383 7.2 7.6 107.3 

市   債 5,005,600 3,078,300 1,927,300 10.3 7.2 162.6 

小 計 28,011,020 23,207,084 4,803,936 57.8 54.3 120.7 

歳 入 合 計 48,440,000 42,696,000 5,744,000 100.0 100.0 113.5 
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④ 歳出性質別対前年度比較（一般会計） 

性 質 別 

令和 7 年度 令和 6年度 増  減 構 成 比 前 年 度 比 

予算額① 予算額② （①－②） ① ② 
①/②×

100 

義

務

的

経

費 

  千円 千円 千円 ％ ％ ％ 

人  件  費 7,334,392 6,730,559 603,833 15.1 15.7 109.0 

扶  助  費 9,581,563 8,881,562 700,001 19.8 20.8 107.9 

公  債  費 3,849,279 3,825,556 23,723 7.9 9.0 100.6 

小   計 20,765,234 19,437,677 1,327,557 42.8 45.5 106.8 

投

資

的

経

費 

普通建設事業費 7,700,187 4,126,020 3,574,167 15.9 9.7 186.6 

災害復旧事業費 1,000 1,000 0 0.0 0.0 100.0 

小   計 7,701,187 4,127,020 3,574,167 15.9 9.7 186.6 

消

費

的

経

費 

物  件  費 6,904,234 6,389,055 515,179 14.3 15.0 108.1 

維持補修費 651,844 6,389,055 64,706 1.4 1.4 111.0 

補 助 費 等 6,563,433 587,138 210,482 13.5 14.8 103.3 

小   計 14,119,511 13,329,144 790,367 29.2 31.2 105.9 

そ

の

他

経

費 

積  立  金 3,500,289 3,500,109 180 7.2 8.2 100.0 

投資及び出資金 106,810 117,265 △10,455 0.2 0.3 91.1 

貸  付  金 3,000 3,000 0 0.0 0.0 100.0 

繰  出  金 2,213,969 2,151,785 62,184 4.6 5.0 102.9 

予  備  費 30,000 30,000 0 0.1 0.1 100.0 

小   計 5,854,068 5,802,159 51,909 12.1 13.6 100.9 

歳 出 合 計 48,440,000 42,696,000 5,744,000 100.0 100.0 113.5 

財

源

内

訳 

特 定 財 源 26,027,865 20,886,751 5,141,114 53.7 48.9 124.6 

一 般 財 源 22,412,135 21,809,249 602,886 46.3 51.1 102.8 
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（２）令和４年度決算状況（市町村類型 Ⅱ-３） 

区   分 指  数  等 

基準財政需要額 17,209,652 千円 
  

  

基準財政収入額 10,008,536 千円 
  

  

標 準 財 政 規 模 19,860,045 千円 
  

  

財 政 力 指 数 
単年度   ３カ年平均 

  0.582   0.576 

経 常 収 支 比 率 
  

92.4 ％ 
  

    

健

全

化

判

断

比

率 

実 質 赤 字 比 率 － 

連 結 実 質 赤 字 比 率 － 

実質公債費比率（３カ年平均） 13.2 ％ 

将 来 負 担 比 率 65.3 ％ 

 

（３）議会予算内訳（人件費を除く） 

（単位：千円、％） 

区    分 令和 7年度予算 構 成 比 令和 6年度予算 構 成 比 

報 償 費 308 1.3 8 0.0 

旅 費 3,945 16.5 3,802 6.9 

交 際 費 650 2.7 650 1.2 

需 用 費 4,256 17.8 3,943 7.1 

役 務 費 2,046 8.6 2,046 3.7 

委 託 料 6,441 27.0 38,483 69.8 

使用料及び賃借料 1,173 4.9 1,177 2.1 

備 品 購 入 費 15 0.1 15 0.0 

負担金補助及び交付金 5,031 21.1 5,031 9.2 

合 計 23,865 100.0 55,155 100.0 
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《職 員》 

（１）職 員 数 

           令和７年４月１日現在 

区    分 定  数 現 員 数 

市 長 部 局 565 人 
546人 
(派遣23) 

議 会 事 務 部 局 8 7 

教 育 委 員 会 事 務部 局 
及 び 教 育 機 関 

65 47 

選挙管理委員会事務部局 (兼13) (兼13) 

監 査 委 員 事 務 部 局 4 4 

公 平 委 員 会 事 務部 局 (兼3) (兼3) 

農 業 委 員 会 事 務部 局 4 3（兼１） 

上下水道事業事務部局 65 47 

病 院 事 業 事 務 部 局 138 128 

計 849 782 

 職員１人当たりの市民数 101.97 109.84 

 

《特別職の報酬》 
                              令和７年４月１日現在 

区    分 現 行 額 適用年月 日 改正前の金額 

市 長 月額  985,000円  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

月額   990,000円 

副 市 長 月額  787,000円 月額   791,000円 

教 育 長 月額  694,000円 月額   697,000円 

病 院 事 業 管 理 者 月額  664,000円 月額   667,000円 

教 育 委 員 会 委 員 年額1,000,000円 月額   107,000円 

知 識 経 験 選 任 監 査 委 員 月額  121,000円 月額   125,000円 

議 会 の 議 員 選 任 同 委 員 月額   53,000円 月額    55,000円 

選 挙 管 理 委 員 会 委 員 長 年額  389,000円 年額   400,000円 

 同 委 員 年額  277,000円 年額   285,000円 

公 平 委 員 会 委 員 長 年額  223,000円 年額   230,000円 

 同 委 員 年額  155,000円 年額   160,000円 

農 業 委 員 会 会 長 年額  243,000円 年額   250,000円 

 同 副 会 長 年額  219,000円 年額   225,000円 

 同 委 員  年額  194,000円 年額   225,000円 

農地利用最適化推進委員 年額  194,000円 － 

ス ポ ー ツ 推 進 委 員 年額   36,000円 平成 26 年 4 月 1 日 年額    27,000円 

固定資産評価審査委員会委員 日額    9,700円  

平成 18 年 7 月 1 日 

日額    10,000円 

介 護 認 定 審 査 会 委 員 日額   14,300円 日額    15,000円 

障害者介護給付費等支給認定審査会委員 日額   14,300円 日額    15,000円 

法令又は条例に基づく附属機関の構成員 日額    9,700円 日額    10,000円 

 

（２）職員の給与 

       令和７年４月１日現在 

① 初任給 

    高校卒    194,500円 

    短大卒    213,600円 

    大学卒    225,600円 

 

② 職員平均年齢 

            40.0歳 

 

③ 職員平均給料（月額） 

          318,400円 

 

 

平成 31年 4月 1日 

平成 23年 12月 1日  

平成 18年 7月 1日 

平成 29年 7月 20日 



令和７年度　亀 岡 市 行 政 組 織 ・ 機 構 図

市長公室 秘  書  課 秘　書　係 ・ 国　際　係

議事調査係

広報ﾌﾟﾛﾓｰｼｮﾝ課 シティプロモーション係 ・ 広報広聴係
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市議会 事　務　局 総　務　係 ・

政策企画部 企画調整課 企画経営係 ・

・ 給　与　係

ふるさと納税課 ふるさと納税係

人　事　課 能力開発係 ・ 人　事　係

情報政策課 デジタル推進係 ・ 情報システム係

SDGｓ・企画推進係

財　政　課 財　務　係 ・ 予　算　係

市民力推進課 市民活動推進係

交流会館

男女共同参画推進係

文化芸術担当 文化センター ・ 児　童　館

生涯学習部 人権啓発課 啓発振興係 ・

文化資料館

生涯スポーツ課 生涯スポーツ係

文化芸術課 文化振興係 ・ 文化財係

行　政　係 ・ 文書管理係

危機管理監
自治防災課 自治振興係 ・

総　務　部 総　務　課 総　務　係 ・

消　防　係

契約検査課

環境先進都市推進部 環境政策課 環境政策係 ・ 環境保全係

防災・危機管理係 ・ セーフコミュニティ係 ・

環境プロモーションセンター

資源循環推進課 サーキュラー推進係 ・ 施設管理係 ・ 埋立施設係

担当

市　　　長 副　市  長
保険医療課 高齢者医療係 ・

市民生活部

国保給付係 ・ 国保料係

国民年金係

消費生活センター

火葬場整備推進課 火　葬　場

受　付　係 ・ 戸　籍　係 ・市　民　課 市民相談係 ・

税　務　課 諸　税　係 ・ 市民税係

固定・収納担当

担当

・ 固定資産税係 ・ 収　納　係

健康福祉部 地域福祉課 福祉総務係 ・ 保護第２係保護第１係 ・

障がい福祉課 障がい者福祉係 ・ 障がい者支援係

地域福祉係 ・

・ 地域包括ケア推進係

健康増進課 健康管理係 ・ 健康づくり係 ・

・ 介護事業所係 ・ 介護認定係高齢福祉課 高齢者支援係 ・ 介護保険係

健康予防係

休日急病診療所

こども未来部 子育て支援課 子どもファースト推進係 ・

母子事業担当 保健センター

こども給付係

こども家庭課 こども支援係 ・ 母子健康係

・ 保育幼稚園係

保　育　所 ・ 認定こども園 ・ かめおか乳幼児教育センター

保　育　課 保育政策係

産業観光部 商工観光課 商工振興係 ・ 観光振興係

・ 森林・鳥獣対策係農林振興課 営農推進係 ・ 担い手支援係

農地整備課 土地改良係 ・ 国営事業係

・ 有機・食農推進係

開発許可係

都市整備課 公園緑地係 ・ 区画整理係

景　観　係 ・ 開発指導係 ・まちづくり推進部 都市計画課 計　画　係 ・

交通政策担当

桂川・道路交通課 広域事業・交通係 ・ 整　備　係

土木管理課 管　理　係 ・ 施設維持係

・ 用　地　係

建築・営繕担当

建築住宅課 住宅空家対策係 ・ 建築・営繕係

全国都市緑化フェア推進室 全国都市緑化フェア推進課

次長 全国都市緑化フェア整備課 整　備　係

芸術担当

建築担当

上下水道部 総務・経営課 総　務　係

（会計管理者）

会計管理室 財産管理課 資産マネジメント係

・ 水道経営係 ・ 下水道経営係

会　計　課 出　納　係

水　道　課 水道総務係 ・ 計　画　係

お客様サービス課 料　金　係 ・ 給排水係

・ 管　路　係

千代川浄水場

下水道課 下水道総務係 ・ 管　渠　係

年谷浄化センター

病院事業
管理者 市立病院 管　理　部 病院総務課 総　務　係

患者支援センター

地域医療情報センター

診　療　部 内科･消化器内科･循環器内科･神経内科･糖尿病内科・小児科･外科･整形外科･皮膚科･泌尿器科･眼科･放射線科･麻酔科・リハビリテーション科

・ 管　理　係

医　事　課 医　事　係

経営企画室

診療技術部 薬剤科･放射線技術科･臨床検査科･リハビリテーション科･栄養科・臨床工学科

看　護　部

訪問看護ステーション

教育委員会 教　育　長 教　育　部 教育総務課

教育支援担当

施　設　係

学校教育課 学　事　係 ・ 指　導　係

総　務　係 ・ 管　理　係 ・

人権教育担当

社会教育課 社会教育係 ・ 児童クラブ事業推進係

・ 義務教育学校教育機関 小　学　校 ・ 中　学　校

監査委員 事　務　局

農業委員会 事　務　局

固定資産評価審査委員会

みらい教育リサーチセンター

選挙管理委員会 事　務　局

公平委員会 事　務　局

学校給食センター ・ 図　書　館 ・

□議会事務局 ２係
□市長部局 2室９部３7課８5係
□会計管理室 １室２課２係
□上下水道部 １部４課１０係
□市立病院 ４部２課１室２センター１ステーション20科３係
□教育委員会 １部3課７係

合 計 １５部４室４８課２センター１ステーション20科１09係
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《歴代正副議長》 

 議  長   

代 氏    名 就任年月日 退任年月日  代 氏    名 就任年月日 退任年月日 

初 木 村 忠 一 昭30. 2.17 32. 2.22 28 湯 浅 誠 一 12. 2.15 13. 2.15 

2 高  唯 雄 32. 2.22 33. 2.27 29 野 々 村  勉 13. 2.15 14. 2.15 

3 村 上  繁 33. 2.27 34. 2. 4 30 堤  松 男 14. 2.15 15. 2. 4 

4 西 田 清 一 34. 2.17 35. 2.18 31 石 野 正 作 15. 2.17 16. 2.16 

5 永 田 数 一 35. 2.18 36. 2.17 32 野々村 嘉平 16. 2.16 17. 2.16 

6 西 村 理 一 36. 2.17 37. 2.28 33 田 中 義 雄 17. 2.16 18. 2.16 

7 中 沢 政 一 37. 2.28 38. 2. 4 34 竹 岡 良 藏 18. 2.16 19. 2. 4 

8 関本 新五郎 38. 2.19 39. 2.18 35 田 中 義 雄 19. 2.15 21. 2.16 

9 長 沢 一 久 39. 2.18 40. 2.18 36 松 本 冨 雄 21. 2.16 23. 2. 4 

10 西 村 理 一 40. 2.19 41. 2.18 37 石 野 善 司 23. 2.17 24. 2.16 

11 斎 藤 清 市 41. 2.19 42. 2. 4 38 木 曽 利 廣 24. 2.16 26. 2.24 

12 長 沢 四 郎 42. 2.20 46. 2. 4 39 明 田  昭 26. 2.24 27. 2. 4 

13 小 川  忠 46. 2.23 48. 3. 5 40 西 口 純 生 27. 2.17 29. 2.15 

14 酒 井 国 生 48. 3. 5 50. 2. 4 41 湊  泰 孝 29. 2.15 31. 2. 4 

15 酒 井 国 生 50. 2.21 51. 3. 8 42 齊 藤 一 義 31. 2.13 令3. 1.21 

16 森  義 博 51. 3. 8 52. 3. 5 43 福 井 英 昭 令3. 2. 8 5. 2. 4 

17 桂  実 郎 52. 3. 5 54. 2. 4 44 菱 田 光 紀 5. 2.13 7. 2. 5 

18 桂  実 郎 54. 2.21 55. 3. 6 45 小 川 克 己 7. 2. 5 現   在 

19 松 浦 芳 実 55. 3. 6 58. 2. 4     

20 桂  実 郎 58. 2.21 62. 2. 4     

21 松 浦 芳 実 62. 2.20 平3. 2. 4     

22 松 浦 芳 実 平3. 2.19 4. 3. 5     

23 美 馬 靖 征 4. 3. 5 7. 2. 4     

24 竹 岡 良 藏 7. 2.14 8. 3. 4     

25 光 島 利 史 8. 3. 4 9. 3. 4     

26 長 沢  宏 9. 3. 4 11. 2. 4     

27 小 塩 正 幸 11. 2.17 12. 2.15     
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 副 議 長   

代 氏    名 就任年月日 退任年月日  代 氏    名 就任年月日 退任年月日 

初 西 田 清 一 昭30. 2.17 32. 2.22 28 福 井 三 郎 4. 3. 5 5. 3. 5 

2 永 田 数 一 32. 2.22 34. 2. 4 29 堤  松 男 5. 3. 5 6. 3. 4 

3 中 沢 政 一 34. 2.17 35. 2. 4 30 谷  龍 男 6. 3. 4 7. 2. 4 

4 西 村 理 一 35. 2.18 36. 2.17 31 田 中 義 雄 7. 2.14 8. 3. 4 

5 上 原 久 一 36. 2.17 37. 2.28 32 沼 田 義 典 8. 3. 4 9. 3. 4 

6 関本 新五郎 37. 2.28 38. 2. 4 33 山 脇 英 富 9. 3. 4 10. 2.16 

7 吉 岡  孟 38. 2.19 39. 2.18 34 栗 山 邦 雄 10. 2.16 11. 2. 4 

8 斎 藤 清 市 39. 2.18 40. 2.19 35 石 野 正 作 11. 2.17 12. 2.15 

9 堤  昭 一 40. 2.19 41. 2.19 36 野々村 嘉平 12. 2.15 13 .2.15 

10 小 川  忠 41. 2.19 42. 2.19 37 堤  幸 男 13. 2.15 14. 2.15 

11 柏尾 万寿二 42. 2.20 43. 3.12 38 大 西 竹 次 14. 2.15 15. 2. 4 

12 酒 井 国 生 43. 3.13 45. 6.27 39 大 石  武 15. 2.17 16. 2.16 

13 井上 伝次郎 45. 8.12 46. 2. 4 40 木 曽 利 廣 16. 2.16 17. 2.16 

14 森  逸 次 46. 2.23 47. 9. 1 41 松 本 冨 雄 17. 2.16 18. 2.16 

15 森  正 次 47. 9.19 48. 3. 5 42 石 野 善 司 18. 2.16 19. 2. 4 

16 大 石 俊 男 48. 3. 5 50. 2. 4 43 西 田  馨 19. 2.15 20. 2.27 

17 竹 岡 良 藏 50. 2.21 51. 3. 8 44 西 口 純 生 20. 2.27 22. 2.24 

18 松 浦 芳 実 51. 3. 8 53. 3. 3 45 湊  泰 孝 22. 2.24 23. 2. 4 

19 塩野 凉太郎 53. 3. 3 54. 2. 4 46 菱 田 光 紀 23. 2.17 24. 2.16 

20 三好 祐一郎 54. 2.21 55. 3. 6 47 明 田  昭 24. 2.16 25. 2.15 

21 八 木 輝 雄 55. 3. 6 57. 3. 8 48 竹 田 幸 生 25. 2.15 26. 2.24 

22 宮 本 清 和 57. 3. 8 58. 2. 4 49 小 島 義 秀  26. 2.24 27. 2. 4 

23 杉 崎 一 男 58. 2.21 59. 3. 7 50 齊 藤 一 義 27. 2.17 28. 2.17 

24 原 田 太 朗 59. 3. 7 60. 3. 6 51 福 井 英 昭 28. 2.17 29. 2.15 

25 野々村 良平 60. 3. 6 62. 2. 4 52 小 島 義 秀 29. 2.15 30. 2.14 

26 西 村  正 62. 2.20 平3. 2. 4 53 小 松 康 之 30. 2.14 31. 2. 4 

27 美 馬 靖 征 平3. 2.19 4. 3. 5 54 藤 本  弘 31. 2.13 令2. 2.12 
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代 氏    名 就任年月日 退任年月日      

55 奥 野 正 三 令2. 2.12 3. 2. 8     

56 小 川 克 己 3. 2. 8 4. 2. 7     

57 山本 由美子 4. 2. 7 5. 2. 4     

58 平 本 英 久 5. 2.13 6. 2. 7     

59 浅田  晴彦 6. 2. 7 7. 2. 5     

60 大 塚 建 彦 7. 2. 5 現   在     

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

 


